

















































本rIは、 ?'fil. J ，H~ における担保責任に関する ' 1'1m試案について、私の興
味・関心から、コメントをする予定でして、制縦的なものにはなりません。





































だ‘っ たように思います。 ごく簡単に、担保責任に関する「考え方の変~J を
ふり返っておきましょう1)。
かつての通説とされた法定責任説は、 ドイツ法の、比較法的にみれば特殊






















れ(元来は、脱却訴権actioredhibitoria と減額訴~雀のみ) 、 一般的な債務不
凶行責任の場合と共通なものになりつつあるJ2)ことを明らかにする ことに
挑み、成功を収めたといってよいでしょう。
また、北川先生は、 1963年に、既発表の論文をまとめる 31~で、有名な 『契
1) i'>>J凡{上リJrJ院抗担保氏任の法的性質(2ト一一契約J'i任説の立場からJ野1事正光編1.:n凶此担
f~~責任と依11，不履行 'i'r任j 31'.[ (円 本~'I・1命担、 2009年)が、近年の議論の展開を伝える。



























































ljíl掲99頁参!!ののみならず、比較的最近でも、ド4t;主円白線H~，冶/5.ノ ート J 4Q-45J:r (日本評



























?? ?ー ここでいう !1時過失)'ì11 とは 、 ~li J.'i:明 IjJ がなかったことを }，似立証しでも免責ー されないが、
不1日iC)J免i'Tは。認められるものをいう (M.!lf.. jiiHtli131244-245i.'[)。



















6) 米柄三日1r 1)、必 l樹人のJI~鋭fl !!~~責任Hl約法大系刊行"Í! rl会福 『契約法大系 \D (繍どき)J255-
256頁(イ"~11I1 、 1965年)
7) 1)1雌枚1，¥U~ 1:の般書記担保mT:J1，') PJHtl(i去ザ・の IJ~IJilJ 390頁(~}J1 1 1l977{ド) (イi斐1、
1993{1:)。
8) 1 ')谷峻 rJI~杭~IH!f-W任J J，!_l!I.英ーほか細 nu上減出(5)焚約J185iJ (イi斐1)、1985{ド)の姉
74 
く Ij!:IJi~とは、本有jと l\\なり、ィー版行)'1.任 =過失点任、 ~IH足!'W:= 焦過失点任の図式を維持し
つつ、J11縦担保氏任のtW.'i-陥償が代金減1il(l(Jなものとなる見解をi9)i主l.(とする OY1'~，諭文は、
IJI}悠・iIIfJtli 1・ 7) とともに、 ~1-.xWiJt I1日制を来示して1'mされた土地がぶ示されたとおりの
Iifi'を布しない場合と光 iニのiit.に対するlilh，fl)必の)1日官u主務の有無J<í7.干1)650 サ"5i~ (l982 
4ド)をif(視する)0 I.L)谷e論文の õ.味におけるm統制1~h'é任の対応物は、I)'):r)試案では、 1/1.t方不
凶行六任や不適合武任よりもむしろ、 nl:の代金減額，;，'/;j(:trfi(司~35の 5 ) であるように思わ
れる (実際、1')谷峻 um-~'~ïïの完IJ)J (tf!保氏任)JI.U副将 H¥!法改正案の検討(3)J179 
点(成文'ì:~: 、 2013{1:) は、lIW; Wil花i去)改正検討"I!1l:会による代Si}:i成制約;j(制度 ('I!lI).l!I:
従のそれとl，o)t'A)の提案をよ.5く，:Hfiする)0 !J!fi'f iE允 nWiHI!1~h'é11の il; (I~ t'IJ't( 1ト一一il;l江氏



















1in;j不)1試行の加賀事由ないし免責事~I二| の III J題は、本 11 の直接のテーマでは






吾川 J，l~!f I;~ー rr取鋭担保の研究j 補諸J lu -I抑制iJ:3) 245-250氏。
1 0) .'i川月II~ r!t'1怖の各純J1，1野英ーほか細 『民法必J1l.(日1].&2)J 1:ri (布袋1!l1、1990年)。
1 1) ，.1法研修所制 f民'Jr，1Ji';なにおける'l:!何事尖([)(J抑制)J9:ri (i去作会、 1986年)。






































































































































































14) 民法(依償法)改正検討13!H会 rm椀法改正の基本方針J別1NBL 126'，3会 (2∞911')提案
[3.2.1.18] [3.2.9.02] [329.05]など参照。
15) 民法 (依締法)改正検討委U会 ・金イ本会議 (:;')7回)議事録 (2008年9月23R fJll1D hltp:1 I 
www.shojihomu.or.jp/saikenholl/shingirokl!gijirokuOO7.pdf 56-61頁。





















































17) ヤマケイ JIJ!諭は、不適合点任(JIU城山保氏任)を柑)J l:1{~不!ぽ行の一般Jllli論で処Jlll しよう
とするが、モリヒロ忽諭(;j:、不適合点任(i院I;itjl!結託任)を1te:tn不胤行とは少し距離がある
tJ~IJの債務不凶行武任とみていて、そのi主いが、iI'j滅l時効JUJI:lJ についても一般法と lõ;1 じこと
にする中築と、特別のルールを設ける乙家の泌いとに、対応している而がある、という迎狩
である。













'1 1 案をとるか乙案をとるかは、仙航者が、円的物を受け取る |祭に、 111I'， l~検
査をすることがj切符される取づ|類型か再かで決まるl師があります。これまで
の議論は、この点からのものが多かったようにも思います。






ので、判断が品I~ しいところです。 とはいえ、依4材秘1私h才者f(買主 .i泊住j主ニ文者)にJ品l川1
検f査Eをj期明待できるカか、どうカか、は、重要な考慮要素になると思います。
ンII~X~のイメージに関してもう l つ考慮すべきことは、 B to C-一事業者が
























































































20) 我)1::栄rJ.~i占波及V3 j 625~ ・ 633Ú (宕波}rJg、19621，1o)0 l.1U)jの lf~r! ，については、 ~tJ，':'
功「イ1:恨の引渡しJ法セ696り'82.ri(2013年)、!，.Ir {!プl~の再履行」法セ697 ~}8Ui (20日年)。


















































































































































































































































il，1己4 (民法第565条 .~%70条|関係) に、次のような規律を付け}jll えるもの
とする。










持の1I]~悩 を J!?ボする ttIi平IJ を含む。)及び契約の解除をする縦利を放吸する 旨






期IJilIJ!H (民法m564条 、 第566条約 3 .r i参n引 をI~~lr，するものとする。
[乙案] 消滅H、~'~:JJの一般原則に加|え、引 き泌された 目的物がjjÎj ，l i2 3 ( 2 )に~反
して契約の雌行に迎合しないものであることを口 ヒが知った|砕から
[ 1年以内]にそれを売主に通知lしないときは、 口主は、 lij記4又は
5による純平IJを行使することができないものとする。ただし、売主が










(3) 宜主は、 |て，le(2)のJUJlj内に通知lをしなかったときは、 Ij，le4)(は5による
権利を行使することができないものとする。上記(1)の検jiEをしなかった場合
において、 検作をすれば11 的物が前~ê 3(2)にjlJ1反して契約の趣行に迎合しな
いことを知lることができた1与から州、liなJVJ11 内にそれを光伝に.i1li知lしな
かったと きも、 l'iJ総とするものとする。
(4) 上記(3 )は、 'J'~ i:_が引波しのl時に1(10物がlijJe3(2)に述反して契約の地行に
適合しないものであることをま1り、又はif(大な過失によって匁lらなかったと
きは、適川しないものとする。
(i: 1 ) これらのよ うな焼定を設けないという与え}jがある。また、 1 : ，l~(3)について
のみ、脱去を設けないという与え}Jがある。


















'4 ) 上長己.(2)の意思表示は、履行を請求する権利 (}1見行に代わる煩:与の賠償を訂j
求する柿:平IJを合む。)及び契約の解除をする締平IJを放楽する旨の意思表示と
同時にしなければ、その効力を生じないものとする。









ることができるものとする。 ただし、 X~受人が[重大な] 過失によってその
.jJHU等を知らなかったときは、この限りでないものとする。


































(3) 仕事.の 1=1 的物が契約の怨旨に適合しない場合の注文身のt?l1平 IJの Wl 間lIJり IU~
(民法羽1%37条関係)
民法自%37~たの鋭fltを次のいずれかの案のように改めるものとする。


















物のリ |波l侍 (~I波しを裂しない場合には、仕事の終了時) に仕事の 11 的物が
契約の題旨に適合しないことを知!っていたときは、そのlT任を免れることが
できないものとする。
(こがゆ たろう)
